
5 年度実績に関する施策・基本事業評価表 （兼 主要な施策の成果報告書補足資料）
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まちづくり目標 未来につなぐまち 政策名 支えあいと寄り添いのまちづくり

施 策 № 19 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

主管課名 市民課

関係課名 社会福祉課・健康センター・税務課

１０年後の
目指す姿 　国民健康保険などの医療保険制度や介護保険事業が適切に運営されています。

現　　状
・年々医療費が増加しているため、保健事業の推進と医療費の適正化に努めています。
・要支援・要介護認定者が増加しているため、介護保険制度が健全に運営されるよう、介護給付費の適正化事業などの取組を進め
ています。

課　　題
・保健事業を推進し、健康に対する意識の高揚を図り、医療費の適正化に努める必要があります。
・今後も介護サービスや施設需要の増加が見込まれ、在宅介護を重視した取組が求められるとともに、持続的な介護サービスの提
供のため、国、県と連携して人材育成や負担の軽減などに努める必要があります。

行　　政
・積極的な保健事業を推進し、適正な受診の促進や健康づくりに関する意識啓発と医療費の適正化に努めます。
・給付費適正化事業を継続的に実施するとともに、良質な介護サービスの提供に向けて、人材の確保や育成に努めます。
・年金事務所と連携して、適正な制度運営に努めます。

市　　民
・

事 業 所

・自分の健康に留意し、適正な受診や服薬に努めます。
・要介護状態となっても、適切に福祉サービスを利用することで、自分が持つ能力の維持向上に努めます。
・国民年金制度の理解に努めます。

基本事業① 医療保険制度の健全化

基本事業② 介護保険事業の円滑な運営

基本事業③ 国民年金制度の適正な運営

基本事業④

区　　分 ３年度実績 ４年度実績 ５年度実績 ６年度実績 ７年度実績 ８年度実績

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計） 8,722,012 8,645,101 8,539,743

基本事業①を構成する事務事業の決算額小計 4,009,845 3,937,781 3,929,221

基本事業②を構成する事務事業の決算額小計 4,711,621 4,706,673 4,609,972

基本事業③を構成する事務事業の決算額小計 546 647 550

基本事業④を構成する事務事業の決算額小計

Ｃ．施策に携わる正規職員数合計 105 109 115

Ｄ．事務事業に要する年間総時間 32,580 32,740 32,200

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費） 127,811 126,900 127,383

Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ） 8,849,823 8,772,001 8,667,126

市民１人あたりにおける施策の

Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

　同　　上

Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

　同　　上

Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

１時間あたりの平均人件費 3,923 3,876 3,956

魚津市の人口（各年度12月末時点） 40,477 39,919 39,274

施策の現状
及び課題

施策を進めるた
めの役割分担

目指す姿の実
現のための取

組
(基本事業)

効 率 性
指　　標

円 215,481 216,566 217,440

円 3,158 3,179 3,243

円 218,638 219,745 220,684

参　　考

施策の
トータルコスト
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

施 策 № 19 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

基本事業名 ①医療保険制度の健全化

基本事業の目的（意図）
レセプト点検や医療費通知、ジェネリック医薬品使用促進等を実施し、医療費の適正化を図ります。また、特定健康診査や特定保
健指導の推進を図るとともに、健康づくりに関する意識啓発に努めます。

令和5年度における
主な事業内容（活動内容）

【医療費適正化対策事業】
・医療機関から請求のあったレセプトを全件点検（114,391件）精査し、医療費の適正化に努めました。
・医療費通知（年６回）やジェネリック医薬品に置き換えた場合の差額通知（年４回）を送付し、適正な受診意識の啓発を行いました。
・国保被保険者の健康増進や医療費の適正化を図ることを目的に、第３期保健事業実施計画（データヘルス計画）を策定しました。
【療養給付費等】
・国保被保険者の療養に要した保険給付費の支給及びレセプト審査を行いました。
【収納率向上】
・納税推進員を雇用し、きめ細やかな徴収体制の構築を図るとともに、窓口での口座振替手続きを実施して、利便性向上とその推奨を図りました。
また、納税方法の一つとしてスマートフォン決済の周知に努め、納税環境の充実と収納率向上を図りました。
【特定健康診査等事業費】
・特定健診受診率向上の取組として、受診者へ魚津市電子地域通貨MiraPay行政ポイント付加（2,000ポイント）を実施しました。（545件）

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
７年度

（中間目標値）
12年度

（目標値）

103.7 103.3 102.9 102.5 102.0

100.3 101.8 11月予定

95.0 95.3 95.6 95.9 96.2

95.9 96.1 95.4

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

令和5年度

予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療保険料賦課事務 1,407,000 1,128,760 278,240 - 税務課

国民健康保険事業特別会計 国民健康保険税賦課調査事務 7,159,000 4,745,179 2,413,821 Ａ 税務課

後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療保険料還付事務 600,000 421,000 179,000 - 税務課

国民健康保険事業特別会計 国民健康保険税還付事務 4,000,000 1,051,000 2,949,000 - 税務課

国民健康保険事業特別会計 国民健康保険税徴収事務 2,470,000 2,101,870 368,130 Ａ 税務課

後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療保険料徴収事務 107,000 87,236 19,764 Ａ 税務課

後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療広域連合納付金 1,301,123,000 1,301,122,358 642 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 国民健康保険一般管理事業 15,554,000 13,757,142 1,796,858 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 賦課徴収費 7,375,000 4,937,476 2,437,524 Ａ 市民課

国民健康保険事業特別会計 運営協議会費 229,000 159,180 69,820 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 趣旨普及費 311,000 305,797 5,203 Ｂ 市民課

国民健康保険事業特別会計 医療費適正化対策事業費 1,507,000 1,198,055 308,945 Ｂ 市民課

国民健康保険事業特別会計 療養給付費等 2,321,660,045 2,240,297,261 81,362,784 Ａ 市民課

国民健康保険事業特別会計 高額療養費等給付費等 350,629,955 350,620,955 9,000 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 高額介護合算療養費 701,000 195,481 505,519 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 移送費 7,000 0 7,000 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 出産育児一時金 10,505,000 4,501,890 6,003,110 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 葬祭費 2,250,000 1,680,000 570,000 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 出産費用資金貸付金 800,000 0 800,000 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 傷病手当金 100,000 0 100,000 - 市民課

一般会計 行政コイン活用事業（特定健診等の受診） 2,000,000 910,000 1,090,000 - 市民課

国民健康保険事業特別会計 特定健康診査等事業費（施策20①再掲） （34,957,000） （27,000,806） （7,956,194） Ｂ 健康センター

国民健康保険事業特別会計 保健衛生普及事業（施策20②再掲） （2,594,000） （2,186,889） （407,111） Ｂ 市民課

0

0

0

0

0

0

0

合　　計 4,030,495,000 3,929,220,640 101,274,360

成果指標名 単位

国民健康保険被保険者一人当たり医
療費の県内平均との比較

％ 104.1 103.2 100.0

国民健康保険税現年度分収納率 ％ 94.9 94.7 97.3

№ 会計名 事務事業名 担当課
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

施 策 № 19 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

基本事業名 ②介護保険事業の円滑な運営

基本事業の目的（意図）
ケアプランの厳正なチェックによるサービス給付費の適正化を図るとともに、需要を適切に把握し、在宅介護を重視したサービスの
ための基盤整備に努めます。また、国・県と連携し、介護人材の確保や育成に努めます。

令和5年度における
主な事業内容（活動内容）

【介護認定審査事業】
・要介護認定申請にかかる認定調査、審査判定を行いました。要支援・要介護認定者総数は、令和５年度末で2,684人（前年度2,698
人）になりました。
【介護保険事業計画推進事業】
・第８期介護保険事業計画の評価を行うとともに、ニーズ調査を踏まえた分析に基づく第９期介護保険事業計画を策定しました。
【介護サービス費給付事業】
・居宅介護、介護予防、地域密着型、施設、高額介護等給付を行いました。
【介護給付費等費用適正化事業】
・10事業所に対しケアプランチェックを行い、適正化に向け指導を実施しました。
・介護サービス請求状況等の通知書4,231件を利用者に送付しました。
【介護保険・福祉サービス事業者特別給付金】
・国の臨時交付金を活用して、介護保険、障がい福祉サービス事業所に対して物価高騰支援を実施しました。（28法人　30,887千円）
（一般会計　社会福祉費一般管理費で支出）

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
７年度

（中間目標値）
12年度

（目標値）

1，651 1，643 1，635 1，627 1，620

1,666 1,656 1,621

37.7 37.5 37.3 37.2 37.0

37.5 36.7 35.0

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

令和5年度

予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定） 介護保険料賦課調査事務 1,518,000 1,355,950 162,050 - 税務課

介護保険事業特別会計 介護保険料還付事務 1,600,000 702,380 897,620 - 税務課

介護保険事業特別会計 介護保険料徴収事務 52,000 38,991 13,009 Ａ 税務課

一般会計 介護保険施設整備事業補助事業 3,183,000 3,183,000 0 - 社会福祉課

予算なし 地域介護・福祉空間整備等事業 0 0 0 - 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護保険一般管理費 12,381,600 11,819,148 562,452 - 社会福祉課

介護保険事業特別会計 低所得利用者負担軽減事業 181,000 0 181,000 - 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護認定審査事業 33,865,000 31,567,309 2,297,691 Ｂ 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護保険事業計画推進事業 4,432,000 2,203,500 2,228,500 Ｂ 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護サービス費給付事業 4,819,955,000 4,349,647,098 470,307,902 Ｂ 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護相談員派遣事業 1,265,000 82,520 1,182,480 - 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護給付費等費用適正化事業 479,000 172,236 306,764 Ｂ 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護給付費精算事業 133,623,000 133,621,955 1,045 - 社会福祉課

介護保険事業特別会計 介護給付費準備基金積立金事務 75,582,000 75,577,608 4,392 - 社会福祉課

予算なし サービス事業者振興事業 0 0 0 - 社会福祉課

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計 5,088,116,600 4,609,971,695 478,144,905

成果指標名 単位

要支援・要介護認定者一人当たりの
サービス給付費

千円 1，665 1,659 1，600

要支援・要介護認定者（第１号被保険
者）のうち要介護３以上の割合

％ 38.0 37.9 36.5

№ 会計名 事務事業名 担当課
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ③

施 策 № 19 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

基本事業名 ③国民年金制度の適正な運営

基本事業の目的（意図） 年金事務所と連携して、適正な制度運営に努めます。

令和5年度における
主な事業内容（活動内容）

【国民年金事務】
・第１号被保険者の資格取得（559件）・喪失（15件）の各種届出受理を行いました。
・保険料免除申請の受付（244件）及び所得情報の確認等を実施するとともに、免除申請に伴う受給額減額と制度の主旨説明を行い
ました。

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
７年度

（中間目標値）
12年度

（目標値）

82.8 83.6 84.4 85.2 86.0

84.9 86.9 87.4

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

令和5年度

予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 国民年金事務 666,000 549,511 116,489 Ｂ 市民課

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計 666,000 549,511 116,489

成果指標名 単位

国民年金現年度納付率 ％ 82.0 82.6 90.0

№ 会計名 事務事業名 担当課



施 策 № 19 施 策 名 社会保障制度の適切な運営

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景

　（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）

【①医療保険制度の健全化】
◆魚津市の１人当たりの診療費は、県平均を上回る状況が続いており、令和５年度概算値は約45万円となっています。（H31：420,337円（県内５位）、
R２：402,654円（県内６位）、Ｒ３：416,372円（県内８位）、R４：430,385円（県内７位））
◆特定健康診査受診率（速報値）は、令和４年度は45.6％ と前年度（44.4％）を若干上回りました。
◆国保税の現年分収納率は、令和４年度は96.1％で県平均（95.5％）を若干上回りました。

【②介護保険事業の円滑な運営】
◆要支援・要介護認定者は、令和５年度末で2,684人となりました。前年度から14人の減となり、介護保険事業計画での推計値2,856人に対しても、下
回っています。
◆第１号被保険者のうち認定者数の被保険者数比率は、令和６年２月月報で19.6％であり、県平均19.7％よりやや低く、全国平均19.3％と比較しやや
高くなっています。
◆要支援・要介護認定者（第１号被保険者）のうち要介護３以上の割合は、令和５年度末は35.0％で前年度比1.7ポイント減少し、令和元年度以降減
少傾向にあります。（R元：38.0、R２：37.9、R３：37.5、R4：36.7）

【③国民年金制度の適正な運営】
◆魚津市の現年度納付率（87.4％）は、令和４年度（86.9％）より上昇しており、良い傾向にあると考えられます。（全国平均77.6％、富山県86.6％全国
２位）
◆市窓口における関係届書の受付件数は、令和４年度750件、令和５年度も同じく750件となっています。

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

　（令和5年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

【①医療保険制度の健全化】
＜医療費適正化対策事業＞
◆レセプトの全件内容点検を実施し、疑義のあったものを再審査請求した結果、過誤精算を行い、財政効果として4,872千円削減できました。
◆国保被保険者の健康増進や医療費の抑制を図ることを目的に、第３期保健事業実施計画（データヘルス計画）を策定しました。
＜賦課徴収事業＞
スマートフォン決済の周知や納税推進員による電話催告等の取組強化に努めましたが、国保税の現年分収納率は、95.4％となり、令和４年度
（96.1％）より0.7％低下しました。
＜趣旨普及費、保健衛生普及事業＞
◆健康保険証更新時にジェネリック医薬品の案内書と希望カードを配布し、また、ジェネリック医薬品差額通知書を年４回送付しました。その結果、
ジェネリック利用が数量シェアで84.8％となり、県平均（82.9％）を上回っています。（国民健康保険被保険者ベース、令和５年９月診療分）　また、平成
28年３月より市民の30％が加入する協会けんぽとの共同保健事業、データ活用の連携に関する協定を締結後、各種データにおける市民の健康課題
の把握、医療費分析を実施しました。
＜特定健康診査等事業費＞
◆医療や介護が必要な状態にならないために、自身の健康状態を把握するための「特定健康診査」受診率向上のため、積極的な周知や集団健診等
を行い、受診しやすい環境づくりに努めました。
◆未受診者については、受診案内の再通知や電話による受診勧奨を実施し、併せて未受診実態の把握に努めました。

【②介護保険事業の円滑な運営】
＜介護保険事業計画推進事業＞
◆第８期介護保険事業計画の評価を行うとともに、ニーズ調査を踏まえた分析に基づく第９期介護保険事業計画を策定しました。
＜介護サービス給付事業・介護給付費等費用適正化事業＞
◆平成28年3月から、要支援１・２の訪問介護、通所介護が総合事業に移行したことや、適正化事業の効果もあり、要支援・要介護認定者は微減とな
り、認定者一人当たりの給付費も微減で推移しました。

【③国民年金制度の適正な運営】
◆年金事務所との連携を図りながら、資格対象者への細やかな説明に心がけました。また、市広報やHPでの周知に努めました。
◆保険料未納を防ぐための一般申請免除及び産前産後期間の保険料免除制度に係る受付業務や、年金生活者支援給付金制度、保険料の口座振
替・クレジットカードによる前納割引制度等について情報提供を行いました。

３．施策の課題認識及び取り組み状況

　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

【①医療保険制度の健全化】
◆マイナ保険証を基本とする仕組みへの移行に向け、マイナ保険証のメリットを周知し利用促進を図ります。
◆国保税の収納率目標97.0％達成のため、納税推進員を雇用・活用するとともに、今年度導入するWeb・ペイジー口座振替受付サービスを活用し、口
座振替の取組を強化します。
◆適正な医療費の執行のため、レセプト点検等の医療費適正化事業推進に努めるとともに、ジェネリック薬品の更なる使用普及を図ります。
◆県と連携し、重複・多剤服薬者への適切な服薬指導を実施します。
◆特定健診受診率向上の取組として、受診者に魚津市電子地域通貨MiraPay行政ポイント（2,000ポイント）付加を引き続き実施します。

【②介護保険事業の円滑な運営】
◆運営の効率化と経費削減を図るため、介護認定審査会ペーパレス会議システムを早期に導入します。
◆第９期介護保険事業計画に基づき、事業を実施します。
◆介護人材不足により、介護サービスの提供に支障のある事業者もあり、介護人材の育成・確保に取り組む必要があります。

【③国民年金制度の適正な運営】
◆年金受給世代が増加する高齢化社会において、それを支える現役世代の納付率のさらなる向上を目指し、引き続き、制度の主旨を周知・啓発し安
定的な社会保障制度の確立のため、免除申請者には重点的に説明を実施します。
◆マイナンバー連携の本格的な運用と情報セキュリティ対策を年金事務所と連携して推進します。

令和5年度の評
価結果（基本事
業の成果を考

慮し記載）


